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２５受ユ国統第  号 

平成２５年 月  日 

 

文部科学大臣 

下 村 博 文 殿 

 

日本ユネスコ国内委員会会長 

田 村 哲 夫 

 

 

第３７回ユネスコ総会について（答申） 

 

 

平成２５年５月２９日付け２５文科統第３２号で諮問のありました標記のことについ

て、第１３３回日本ユネスコ国内委員会（平成２５年９月１０日開催）の議を経て、日

本ユネスコ国内委員会は、下記のとおり答申します。 

 

記 

 

第３７回ユネスコ総会における２０１４－２０２１年中期戦略案及び２０１４－２０

１７年事業・予算案等に関する方針について 

 

Ⅰ 第３７回ユネスコ総会における基本的方針 

 

今次第３７回ユネスコ総会は、２０１４－２０２１年中期戦略（３７Ｃ／４）及び

２０１４－２０１７年事業・予算（３７Ｃ／５）を策定する重要なものである。 

ユネスコは、前回第３６回ユネスコ総会の決議によるパレスチナの加盟に伴う米国

の資金拠出停止（分担率：２２％）により、非常に厳しい財政難に直面している。こ

れまでに官房経費及びプログラム経費の削減、職員のポスト凍結等のコスト削減・効

率化及び緊急基金の導入等の努力が行われてきたが、長期的には財政バランスの均衡

が取れない見通しである。このような財政的な苦境に対して、ユネスコは、当面の財

政的な対処だけでなく、他の加盟国と連携して米国等の拠出再開に向け積極的に働き

かけるとともに、これをユネスコの構造的な問題に対して取り組む好機と捉え、ユネ

スコが比較優位を有する分野を絞り込み、明確化し、その分野での活動に特化するこ

とで具体的な成果を挙げ、その存在意義の向上を図るべきである。 

上記の点を踏まえ、３７Ｃ／４案及び３７Ｃ／５案は、事業の精選化・重点化及び
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管理運営の合理化等を一層進める方向で検討されるべきであり、我が国としては、ユ

ネスコにおける諸改革及び各分野への取組が継続され、ユネスコが他の国際機関、各

国政府及びＮＧＯと協働して、国際社会が抱える幾多の課題に有効に対処出来るよう、

可能な限りの支援を継続していくべきである。 

 

Ⅱ ２０１４－２０２１年中期戦略案及び２０１４－２０１７年事業・予算案等に関す

る方針 

 

１．総 論 

１）今次総会の主要議題である３７Ｃ／４案及び３７Ｃ／５案は、ユネスコの今後８年

の方向性を決める極めて重要なものである。現行の中期戦略（３４Ｃ／４）で実施

された事業の進捗状況を点検し、３７Ｃ／４で重点的に取り組むべき課題が明確に

されるべきである。 

２）ユネスコが現在直面している財政難を、構造的な問題に対して取り組む好機と捉え、

事業の精選化・重点化、管理運営の合理化及び財政の健全化等が一層進められるこ

とを期待する。 

３）３７Ｃ／４案及び３７Ｃ／５案においても、分野横断的な地球規模の優先課題とし

て、「アフリカ」と「ジェンダー平等」が挙げられている。特にアフリカについては、

我が国はアフリカの発展に重点を置いており、本年６月に第５回アフリカ開発会議

（ＴＩＣＡＤ Ｖ）を開催したところであり、ユネスコがアフリカを優先課題とする

ことを支持する。今後も我が国がユネスコと連携して、アフリカにおける平和、安

定及び繁栄に一層寄与することが望ましい。 

４）両案における包括的目標については、従来の５項目から、「平和（持続的な平和への

貢献）」と「持続可能な開発（持続可能な開発と貧困撲滅への貢献）」の二つに絞り

込まれていることは評価できる。特に「持続可能な開発」については、昨年６月に

ブラジルのリオデジャネイロで開催された「国連持続可能な開発会議（リオ＋２０）」

の成果等も踏まえ、他の国連機関及び国際機関と調整・連携しつつ、教育、科学、

文化及びコミュニケーション分野においてユネスコが比較優位を有する取組を一層

推進すべきである。 

５）持続可能な社会の構築に向けた取組としては、我が国が提唱しユネスコが国連シス

テムにおける主導機関として推進している「持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）」

と、前回第３６回ユネスコ総会の機会に我が国から提案した「サステイナビリティ・

サイエンス」について、特に重点的に推進すべきである。 

 

２．教育分野 

１）万人のための教育（ＥＦＡ） 

戦略目標３にある「万人のための教育（ＥＦＡ）の促進と将来の国際教育アジェンダ

の形成」については、ＥＦＡ主導機関であるユネスコにとって最重要の検討事項の一つ

である。特にポストＥＦＡダカール目標及び２０１５年より先の開発目標の検討に当た

っては、現行のミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の目標ともなっている初等教育の完全

普及のみならず、教育の質向上、衡平性の確保及びポスト初等教育の向上は重視される
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べき課題である。これらの検討に当たっては、ユネスコは、ＥＦＡの達成上の課題を明

らかにしつつ、主導的な役割を果たしていくべきである。 

また、ＥＦＡの目標の一つである教育の質の向上について、ＥＳＤも大きく貢献する

ものであることから、より一層ＥＦＡとＥＳＤの連携を強化していくことが重要である。 

 

２）持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ） 

 戦略目標２にあるとおり、ＥＳＤは持続可能な社会の実現のために重要な要素である

ことを踏まえ、ＥＳＤが各国の教育政策、計画及びカリキュラムに一層盛り込まれると

ともに、国際的政策アジェンダに強く反映されることを期待する。 

我が国は、これまでユネスコへの信託基金等により、「国連ＥＳＤの１０年」の後半５

年間に向けて新たに策定された戦略に基づき、気候変動、生物多様性及び防災（災害リ

スク低減）に焦点を当てたプロジェクトの実施を支援するなど、ＥＳＤの推進に積極的

に貢献してきた。また、来年１１月には、我が国で「ＥＳＤに関するユネスコ世界会議」

が開催される。本会議の目的は、これまでのＥＳＤの活動を振り返るとともに、２０１

４年以降のＥＳＤの推進方策について議論し、ＥＳＤの更なる発展を目指すものである。

ユネスコは、本会議の議論及び成果も十分に踏まえ、２０１４年以降の国際社会におけ

るＥＳＤの取組に反映させるとともに、ユネスコ事務局内での予算・人員の両面におい

て体制の強化を図るべきである。 

 

３．科学分野 

１）比較優位分野における選択と集中 

ユネスコは、これまで科学分野において、特に水(淡水･陸水)、海洋、生態系及び生命

倫理の領域で重要な役割を果たしてきたことを高く評価したい。これらの分野は、我が

国もこれまで協力をし、また国際社会においてユネスコが比較優位性を持つ分野であり、

３７Ｃ／４及び３７Ｃ／５において、適切な選択と集中を行うことにより、引き続きこ

れらの成果を生かしつつ、科学分野における先進国と途上国がともに参加・協力し、持

続可能な社会の構築に向けて、ユネスコがその機能を十分に発揮していくことを求めた

い。 

 

２）サステイナビリティ・サイエンス 

 「サステイナビリティ・サイエンス」については、戦略目標４～６において政策形成

等への貢献に活用される旨位置付けられている点は評価できる。持続可能な社会の構築

に向けた地球規模の諸問題の解明に向けて、我が国は、自然科学と人文・社会科学の統

合的アプローチとしての「サステイナビリティ・サイエンス」の推進が不可欠であると

ユネスコに提案し、ユネスコと協議しながら、アジア・太平洋地域におけるワークショ

ップ（本年４月、クアラルンプール）及び国際シンポジウム（本年９月、パリ）等を通

じて、加盟国間の共通理解を図るとともに、どのようにユネスコのプログラムに取り入

れていくか議論を行っている。 

持続可能な地球社会の構築に向けて、ユネスコの既存のプログラム及び成果を活用し、

「サステイナビリティ・サイエンス」という統合的なアプローチを取り入れることで、

ユネスコの科学分野が果たすべき役割・機能が一層推進されることを期待するとともに、



4 

我が国としても積極的に「サステイナビリティ・サイエンス」を推進していく必要があ

る。 

 

４．文化分野 

 文化分野において「遺産の保護、理解増進及び周知」及び「創造性の涵養及び文化的

表現の多様性」の二つの戦略目標７及び８の下に更なる取組が促進されることを期待す

る。我が国としては、文化遺産保護の事業に対して引き続き信託基金の拠出及び専門家

の派遣などを通じて積極的に協力していくべきである。 

 

１）世界遺産条約事業 

 戦略目標７において、文化・自然遺産の保全を通じた持続的な開発について言及され

ていることを評価する。我が国は、昨年１１月に、世界遺産条約採択４０周年記念最終

会合をユネスコと共同で京都にて開催し、「京都ビジョン」がまとめられた。同ビジョン

でも述べられているとおり、地域コミュニティを含む全ての関係者が遺産の保護と保全

に更に取り組む必要があることが、国際社会に広く周知されることを期待する。 

 

２）無形文化遺産保護条約事業 

本年、条約採択１０周年を迎える無形文化遺産保護条約について、我が国を含む多く

の加盟国で記念行事が行われている。これらの行事を通じて示された、同条約のこれま

での成果や課題、今後の展望等も踏まえ、無形文化遺産の保護に係る同条約における一

層の取組の充実を期待する。 

 

３）文化多様性 

 文化多様性の促進は、グローバリゼーションが進む中、各国・民族の多様な文化とア

イデンティティを尊重し保護するとともに、民族や宗教の対立・紛争を緩和・抑制し、

ユネスコの目的である平和の構築を導く活動として重要である。したがって、我が国も

ユネスコの同分野におけるプログラムを積極的に活用し、平和の構築に向けた取組を加

速させる必要がある。 

 

４）クリエイティブ・シティーズ・ネットワーク 

 戦略目標８の中で、クリエイティブ・シティーズ・ネットワークの拡大に言及されて

いることを評価する。我が国において、現在３都市が加盟し、文化多様性への理解増進

を図るとともに、国際的なネットワークでの交流及び知識・経験の共有、文化産業の強

化による都市の活性化に貢献しており、地域振興の契機となる観点から、関心を持つ自

治体が増えている。本事業は、厳しい財政状況から新規申請の受付が中止されているた

め、ユネスコによる外部資金の獲得の努力を期待する。 

 

５．コミュニケーション・情報分野 

１）分野横断的取組の必要性 

ユネスコの設置目的である国際平和と人類の共通の福祉という目的を促進するために、

「コミュニケーション」が果たす役割の重要性を考慮の上、各事業の推進方策について
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検討する必要がある。 

 情報コミュニケーション技術(ＩＣＴ)の利用は、教育、科学及び文化の各分野の事業

と密接な関連を有するものであり、分野横断的な活動が推進されることが必要である。

その意味で、各セクターとの連携･協力の方向性をより明確に打ち出していくことが求め

られる。ユネスコとして、教育、科学及び文化を通じた情報アクセスの向上や情報格差

の是正のための能力開発、あるいは知識社会を見据えた知の体系化や知識の構造論とい

った本質的なところで、その役割を果たすことが重要である。 

 

２）ユネスコ記憶遺産事業 

我が国では、２０１０年に日本ユネスコ国内委員会文化活動小委員会の下に、ユネス

コ記憶遺産選考委員会を設置し、本事業に対する推薦について検討を行ってきたところ

である。２０１１年に、福岡県田川市から推薦された「山本作兵衛炭坑記録画・記録文

書」が登録され、本年６月、国内委員会から初の推薦を行っていた「御堂関白記」及び

「慶長遣欧使節関係資料」が、ユネスコ記憶遺産に登録されたことなどにより、同事業

に対する国内の関心が高まってきているところである。また、地方自治体においては、

ユネスコ記憶遺産事業を地域振興政策と連携させた取組が生まれている。 

ユネスコ事務局において、同事業の強化に向けた取組が検討されているところ、世界

の重要なドキュメント遺産の保護と振興という趣旨を遵守した事業の推進を期待する。 

 

６．普及分野 

１）パートナーシップ 

限られた予算の中でユネスコ事業の実施・普及を効果的に推進するために、加盟国政

府・国内委員会とともに各国のユネスコクラブ・協会、ＮＧＯ、学校・教育機関、メデ

ィア及び民間企業とパートナーシップを構築し、連携・協力を一層強化していくことが

必要である。 

そのためには、引き続きユネスコ本部とユネスコ国内委員会との連携を強化するとと

もに、各国における民間ユネスコ活動の推進や、ユネスコスクール・ネットワークを通

じた学校レベルでのユネスコの理念及び活動の普及、ユネスコ講座及びＵＮＩＴＷＩＮ

プログラムを通じた高等教育レベルでの交流や協力等を図っていくことが重要である。 

ユネスコは、国際・地域・国レベルにおいて、このようなパートナーシップ形成の促

進に努めるべきである。 

 

２）若者・企業のユネスコ活動への参加 

若者が次世代を牽引するステークホルダーであることに鑑み、ユネスコ活動を若者に

とって大きな魅力と訴求力を有するものとしていくことが、ユネスコの将来を決定付け

る重要な鍵を握っていると言っても過言ではない。 

さらに、積極的にユネスコ活動に民間企業の活力を取り込むこと、またコミュニケー

ション分野を通じたメディアとの連携を通じて、国際社会や各国でのユネスコの可視性

を高める努力が必要である。 

ユネスコは、国際・地域・国レベルで、若者や企業のユネスコ活動への参加促進やユ

ネスコ活動への理解と認知度を高めるための役割を果たしていくことを求めたい。 


